
（様式１） 
「主体的・対話的で深い学びの推進事業」における「学力定着に課題を抱える学校の重点

的・包括的支援に関する実践研究（小・中学校）」 

平成３０年度委託事業完了報告書【総括】 

 

都道府県名 ４４ 番号 大分県 

 

推進地区名 協力校名 児童生徒数 

豊後大野市 豊後大野市立三重中学校 ４１２ 

 
○ 実践研究の内容 
１．推進地域における取組 

【目  標】 
１ 中学生の「学びに向かう力」と思考力，判断力，表現力等の向上   
２ 教員の指導力の向上 

【重点方針】 
１ 「中学校学力向上対策３つの提言」の取組の促進による学力向上 
２ 組織的な学力向上を実現するための新学習指導要領に対応する教育課 

  程編成の支援 
 
（１）中学校学力向上対策３つの提言の推進 

 ① 中学校学力向上対策３つの提言推進重点校の指定 

   学力定着に課題のある中学校８校（協力校を含む）

に対し、「中学校学力向上対策３つの提言」の実行

を支援し、学力向上及び望ましい学習集団、環境整

備に取り組み、生徒と共に創る授業の推進を図った。 

 【県教育委員会の推進重点校に対する支援内容】 

  ➊ 人的支援･･･学力向上支援教員（２名×８校） 

     習熟度別指導推進教員の配置（１名×８校） 

  ➋ 県教育委員会指導主事の継続的な指導支援  

    （各教科等×２回以上×８校） 

    県教育委員会指導主事の指導の下、全ての教科等で複数回授業研究を実施し、具体的な授業改

善の方向性について協議。 

  ➌ 「３つの提言推進重点校」連絡協議会の実施 

   ・第１回 平成３０年８月 ２日･･･各校からの「学びに向かう学校」づくりの取組発表 

   ・第２回 平成３１年１月１８日･･･公開授業、今年度の取組に関する協議 

  ➍ 「学びに向かう学校」づくり生徒推進フォーラム（平成３０年８月２日） 

    推進重点校の生徒代表者が一堂に会し、学びに向かう学校づくりの取組状況を交流 

  ➎ 先進地視察研修の実施 

   ・第１回 平成３０年１１月３日･･･岐阜市立長良中学校 岐阜市立長良西小学校 



   ・第２回 平成３０年１１月９日･･･岐阜市立東長良中学校 岐阜市立長良小学校 

   ・第３回 平成３１年２月１１日･･･北九州市教育委員会 北九州市立足原小学校 

 ② 授業力向上をミッションとする人的支援（少人数指導等の指導方法の工夫改善定数加配の活用） 

   市町村が作成する学校組織を挙げた学力向上の行動計画である市町村学力向上アクションプラ

ンを踏まえ、「新大分スタンダード」の推

進をミッションとする人的配置を行った。 

  ➊ 「学力向上支援教員」７２名を各市町村

教育委員会に（推進地区３名、協力校２名）

加配指導方法の工夫改善による児童生徒

の学力向上を目指して、効果的な取組を追

究し、校内・域内の授業改善の推進を行っ

た（１人年間３回以上授業の公開を実施）。 

  ➋ 「習熟度別指導推進教員」５４名を各市

町村教育委員会（推進地区２名、協力校１名）加配 

    個に応じたきめ細かい指導と効果的な習熟度別指導の推進を行った（１人年間３回以上授業の

公開を実施）。 

  ➌ 学力向上支援教員等協議会の実施 

    学力調査を踏まえた授業改善についての説明や、教科別等に取組状況や課題の情報交換等を通

して、児童生徒の学力向上に向けた取組の改善充実が図れた。 

   ・第１回 平成３０年５月 ８日･･･それぞれのミッションの確認 

   ・第２回 平成３０年８月２０日･･･各種学力調査の結果等の周知 

   ・第３回 各自で各種研究会等をそれに充てる 

   ・第４回 平成３１年１月２２日･･･今年度のまとめ 

 ③ 数学指導力強化巡回指導（数学教員１人当たり２回指導） 

   数学担当指導主事による中学校全校訪問による、数学教員への直接指導。 

 ④ 中学校の教科部会を活用した授業改善支援（「深い学びを実現する教科別等協議会」）の実施 

  ➊ 文部科学省教科調査官等を招聘しての学習指導要領の改訂を踏まえた講義の実施         

    県内全ての中学校から１名以上が参加。学習指導要領改訂後、求められている授業像について 

   一定の理解が深められた。  

        ・国語部会  平成３０年１０月２５日 

・社会科部会 平成３０年１０月１１日 

・数学部会  平成３０年 ６月２８日 

・理科部会  平成３０年１０月 ４日 

・英語部会  平成３０年 ５月１０日 

・総合的な学習の時間部会 平成３０年６月１日 

   ➋ 県内各地区教科部会と連携した協議会（国・社・理・英）の実施。（６月～１２月） 

        県内１４地区の中学校教科部会で研究授業等を実施。その中で義務教育課指導主事が授業の指

導・助言や講義を行う。公開授業の助言や講義によって各地区の課題の応じた対応を行った。 

（２）県内中学校への物的支援 

① 大分県学力定着状況調査の実施（平成３０年４月２４日） 



      県内の全中学校２年生の学力や学習・生活状況を把握・分析（約10,000人）を通し、学校にお

ける生徒への教育指導の充実や学習状況の改善を図った。 

② 数学及び英語問題データベースの配信（年間） 

      数学及び英語問題をＷｅｂ上から県内の中学校に配信し、生徒のつまずきの解消を図った。 

③ 「言語活動ハンドブック（中学生版）」の作成 

   課題解決的な展開に欠かせない言語能力の育成・活用を図るハンドブックを作成し、更なる言語

能力の伸長、言語活動の充実、思考力，判断力，表現力等の育成を図った。 

（３）学力向上検証会議の実施 

    大学関係者、各市町村教育委員会学校教育主管課長からなる学力向上検証会議を年２回実施し、

県の学力向上施策について検証 

 ①第１回会議 平成３０年９月２１日 

学力定着状況調査結果を受け、９月以降の取組を全市町村で確認 

 ②第２回会議 平成３１年１月３０日  

今年度の取組をまとめ、年度末から来年度上半期の取組を全市町村で確認 

（４）学習指導要領の改訂に伴う新教育課程への対応 

 ①新教育課程周知のための担当者等大分県研究協議会（平成３０年５月１日） 

   「各教育事務所における地区別説明会」の説明者に対する協議会 

 ②新教育課程周知のための「各教育事務所における地区別説明会」 

   中学校音楽、美術、保健体育、技術家庭を除く各教科等について①に参加した代表教員が説明を

行う。（教育事務所管内ごとに開催 ５月～２月） 

 ③社会に開かれた教育課程の実現に向けた協議会（平成３０年１０月２９・３０日） 

   特別活動についての説明及びカリキュラム・マネジメントに係る講義・実践発表等を行う。  

 ④新教育課程４部会説明会（平成３０年１２月２６・２７日） 

   中学校音楽、美術、保健体育、技術家庭についての説明を行う。（１２月） 

 
２．推進地区における取組 

推進地区では、中学校の学力の定着に課題があることから、県教育委員会が推進する「中学校学力

向上対策３つの提言」を市内中学校に広く周知し、「学びに向かう力」と思考力、判断力、表現力の

育成を図るよう各学校に指導している。主な取組は以下の通りである。 

（１）授業改善に関する取組 

 ①市全体、学校全体で取り組む授業改善 

  ・「新大分スタンダード」を意識した校内研究による授業改善と、管理職の授業観察と効果的なフィ

ードバックで組織的に授業改善を図るよう指導した。 

 ・学力向上支援教員・習熟度別指導推進教員を活用した研修会等を推進した。また、「学力向上支援

教員」と「習熟度別指導推進教員」は、実践事例を作成し、情報提供が行われた。 

 ②習熟の程度に応じた指導の充実 

・三重中学校においては数学、三重東小学校においては算数の習熟度別指導が行われた。 

 ・補充学習指導（朝学習、放課後学習）を実施された。 

③市町村の教科部会を活用した授業改善（特に中学校） 

  ・中学校の教科部会（国語科、数学科、理科、英語科）は、県教育委員会担当指導主事を招聘しての



研修、また、「学力向上支援教員」・「習熟度別指導推進教員」を活用した研修会を持った。 

 ④小学校外国語教育の充実 

  ・豊後大野市内のすべての小学校で、外国語教育の充実を図る。また、新学習指導要領への移行期間

である平成３０・３１年度の２年間を「先行実施」として位置付け、３２年度の本格実施に向けた

研究期間としている。 

（２）「学びに向かう学校」づくりに関する取組 

  ・共に学び合う集団づくりを重視した学級経営が行われた。 

  ・生徒自身が課題を捉え、主体的に取り組む生徒会活動を推進するよう指導した。 

  ・「中学校学力向上対策３つの提言」推進重点校の公開発表への参加を、市内中学校だけでなく小学

校にも呼びかけ情報提供した。 

   【「３つの提言」推進重点校連絡協議会】 

     期日：平成３１年１月１８日（金） 

     場所：豊後大野市立三重中学校 

     内容：午前・公開授業Ⅰ（全学級公開） 

          ・公開授業Ⅱ（岐阜大学教職大学院准教授 三島晃陽氏） 

        午後・実践発表 （三重中学校） 

          ・助言、グループ別協議（岐阜大学教職大学院特任教授 原 尚氏） 

（３）保護者・地域と連携した学力向上の取組に関する取組 

  ・社会教育課と学校教育課が連携して、放課後ＴＲＹにおいて子どもの学びと家庭教育を支援した。 

 ※放課後ＴＲＹ・・・地域のボランティアの協力によって、毎週一回程度行われる放課後の補充学習 

（４）その他 

  ・学力向上に向けて学校と家庭・地域との協働による取組を決定し、学校経営の最重点及び豊後大野

市学力向上プランに位置付けて推進するよう助言した。 

  ・新学習指導要領の効果的な実施に向けたカリキュラム・マネジメントの充実が図られるよう指導し

た。 

 
３．協力校における取組 

協力校では、平成２８年度から「学びに向かう集団づくり」を目指し、生徒会の専門部活動と教職

員で「Ｓプロ（学習）」「Ｌプロ（生活）」「Ｅプロ（環境）」を組織し、それぞれのプロジェクト

において、めあてや見通しを持ちながら活動し、その評価を次の活動に生かす取組を進めてきた。ま

た、昨年度から学力向上対策として、「課題」「めあて」と「まとめ」「振り返り」の確実な位置付

け、考えを練り合う・学び合う場の設定、生徒による授業評価、教科担任の「タテ持ち」や教科部会

の定期開催による教科指導力の向上等に取り組み、授業改善を進めている。主な取組は以下の通りで

ある。 

（１）組織的な授業改善 

 ①指導主事招聘 

 ・総合的な学習の時間を含む各教科等の授業に対して、それぞれ２回以上県教育委員会指導主事等を

招聘し、授業研究を行った。 

②互見授業、授業観察、校内研修 

・教科指導力の向上とさらなる授業改善を進めるため、ワークショップ形式での事後研究を行った。 



（２）各教科等の指導力向上の仕組みの構築 

 ○教科のタテ持ち、日課表に位置付けた教科部会の実施 

（３）生徒と共に創る授業の推進 

 ○生徒による授業評価を活用した授業改善 

 ・アンケート形式の生徒による授業評価を基に授業改善を実施。１学期の評価では、ペアやグループ

学習による対話的学習の取り組みが少ない教科があったので、教科部会やプロジェクト会議を開

き、２学期から毎時間ペア・グループ活動を取り入れることを全教員で共通理解を図った。 

（４）学びに向かう学習集団の育成 

○学級や学年の学習集団としての目標設定と検証 

・学級学習目標を設定し、授業を振り返ることで、生徒が主体的に授業を創る意欲をもたせた。 

（５）他校との取組の交流 

○「学びに向かう学校」づくり生徒推進フォーラムの参加 

・生徒会の代表が８月２日、別府ビーコンプラザにて、自校の取組を発表するとともに、県下９校の

中学生と意見交換を行なった。 

 
○ 実践研究の成果 
１．協力校における取組の成果 
（１）組織的な授業改善と「学びに向かう」生徒の意識向上 

＜学習アンケート（全校）＞   ５段階でプラス評価（４，５）の回答率  ※一部抜粋 
 項目 ７月 １２月 差 

１ 授業はだいたいわかる ７２．９ ６８．０ －４．９ 

２ グループ活動で協力している ７８．２ ８０．３ ＋２．１ 

３ 授業は楽しい ５６．６ ５６．４ －０．２ 

４ 自分の考えを発表できる ５０．８ ４８．４ －２．４ 

５ 友達と一緒に考えると楽しい ７２．０ ７６．２ ＋４．２ 

６ 新しいことを学ぶのは楽しい ６６．６ ６９．６ ＋３．３ 

７ 「課題」を理解して授業に臨む ７２．０ ６９．３ －１．７ 

８ グループで考えが深まる、広がる ６０．０ ６５．７ ＋５．７ 

９ ノートにまとめや振り返りを書く ７６．６ ７７．７ ＋１．１ 

アンケート結果において、「グループ活動で協力している」「友達と一緒に考えると楽しい」「新

しいことを学ぶのは楽しい」「グループで考えが深まる、広がる」等の項目において、１学期末に比

し２学期末で肯定的な回答が増えている。これは教員の授業改善により、生徒の「学びに向かう」意

識が高まっていることの現れであると考えられる。反面、「授業はわかる」「授業は楽しい」につい

ての肯定的回答は低下しており、生徒の課題意識と教員の指導とのズレが浮き彫りとなっている。 

（２）今後の課題 

 ○いわゆる「低学力層」生徒の減少 

＜１年定期テストにおける４０点未満の生徒の割合＞ 

各教科において、「低学力層（定期テスト等で４０点未満）」は一定以上いる。今後もこの層の生

徒にターゲットを絞った個人指導の充実やUDの視点に立った環境・授業づくりに努める必要がある。 

 国語 社会 数学 理科 英語 

２学期中間 １６％ ２７％ ３５％ ２０％ ３６％ 

２学期期末 １７％ ３６％ ２７％ ２８％ ４８％ 



２．実践研究全体の成果 
（１）推進地域における取組の成果の把握 

 ① 平成３０年度大分県学力定着状況調査結果（中学校概要） 

 

中学２年生 ※数値は偏差値 

国語 社会 数学 理科 英語 

知 識 活 用 知 識 活 用 知 識 活 用 知 識 活 用 知 識 活 用 

Ｈ３０ 52.2 50.6 51.1 50.0 51.6 50.5 50.9 50.3 51.1 50.0 

Ｈ２９ 50.9 49.8 50.5 49.5 50.3 50.3 50.8 50.2 50.0 49.8 

Ｈ２８ 51.3 49.8 
  

50.3 50.4 51.4 50.6 49.9 50.2 

・国語 文章の構成や展開、表現の特徴等を捉えさせる設問の正答率が低い      

・社会 複数資料の情報を比較して考察したり、情報を結び付けて表現したりすることに課題 

・数学 事柄を調べる方法や事柄が成り立つ理由を数学的な表現を用いて説明することに課題 

・理科 知識を汎用化するため、価値付けたり、日常場面での活用を実感させることが必要 

・英語 生活に関連した課題の設定や、互いの考えや気持ちを伝え合う言語活動の設定に課題 

 ② 平成３０年度全国学力・学習状況調査結果（中学校概要） 

中学３年生 ※数値は正答率 （ ）内は県独自計算による 

教科・区分 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 理科 

大分県 77 (76.7) 62 (61.5) 66 (66.4) 45 (45.3) 67 (67.0) 

全 国 76.1 61.2 66.1 46.9 66.1 

○国語Ａ、国語Ｂ、数学Ａ、理科において全国平均を上回る。 

○平均正答率の合計値は、全国平均を上回り過去最高を更新。  

△中学校数学Ｂ問題（活用）にて、論理的に説明する力の育成に課題がある。特に、中学校数学の

Ｂ問題（活用）は、記述式問題の正答率が全国平均を下回っている。 

→生徒が問題解決の過程を説明する場面の設定が求められる。 

 ③ 「中学校学力向上対策３つの提言」取組状況調査結果（抜粋） 



 
 
 
 
 
 
（２）第１回学力向上検証会議での確認事項（下半期の取組） 
   上記（１）の結果を受け、各市町村管内で共通して行っていくことを以下のように決定 

  ①「新大分スタンダード」に基づく組織的・計画的な授業構想と実践 

   ・「主体的な学び」を促す授業構想が練られているかの点検 

   ・その学年で身に付けるべき力を確実に身に付けさせるための習熟の程度に応じた指導 

   ・生徒指導の３機能を意識した問題解決的な展開の単元構想 

②「中学校学力向上対策３つの提言」の推進 

   ・推進重点校の取組の共有と実践 

③「中学校数学指導力強化巡回指導」による授業改善 

   ・「解き方を教えてドリルに終始する授業」からの脱却 

   ・学力調査で問われている力の育成に向けた授業改善の強化 

 



（３）大分県内の学力向上に関する取組状況結果 
（調査対象）大分県内公立小･中学校で実際に授業をする教員５３３０人 

（調査基準日）平成３０年１２月２８日 
「新大分スタンダード」の取組に関すること 小 中 合計 

①「めあて」・「課題」を設定した教員数 100.0% 99.5% 99.8% 

②振り返る活動を計画的に取り入れた教員数 97.4% 93.8% 96.0% 

③板書を構造化した教員数 96.6% 89.9% 94.0% 

④学習の「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」を書くように指導した教員数 96.6% 86.1% 92.6% 

⑤習熟の程度に応じたきめ細かい指導を工夫した教員数 89.7% 76.5% 84.6% 

⑥単元あるいは１単位時間で問題解決的なプロセスの授業を実施した教員数 94.5% 88.6% 92.3% 

⑦単元または１単位時間内で生徒指導の三機能を意識した授業づくりをした教員数 95.8% 91.0% 94.0% 

⑧ゴールの姿を具体的にした評価規準を設定して授業をしている教員数 93.3% 84.6% 90.0% 

⑨県教委が示した「単元プラン」例等を活用した教員数 89.2% 80.9% 86.0% 

⑩学習指導案に「努力を要する状況」の児童生徒への手立てを書き入れた教員数 86.1% 70.4% 80.1% 

⑪学習指導案に特別支援等の配慮を要する児童生徒への手立てを書き入れた教員数 76.3% 59.3% 69.7% 

⑫県教委作成「言語能力育成（中学校は「言語活動」）ハンドブック」を活用した教員数 65.0% 50.3% 59.3% 

「中学校学力向上対策 ３つの提言」に関すること（中学校のみ） 小 中 合計 

①学校規模に応じた教科指導力向上のための取組を行った学校数  98.4%  

②生徒による授業評価を実施し、それを授業改善に反映した学校数  99.2%  

③学校が目指す授業像を生徒と共有し、学級に掲げている学級数  84.4%  

④③で掲げた学習集団としての目標を適宜振り返り活動を行った学級数  82.6%  

 
 ①取組の成果 

・「新大分スタンダード」に関する「主体的な学び」を促す授業構想（「めあて」「課題」「まと

め」「振り返り」の設定が定着してきた。 

・生徒指導の三機能を意識した問題解決的な展開の授業の実施はすすんでいる。 

 ②課題 

・教科等の特質を踏まえ、「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」の質の向上が必要である。 

・１時間ごとの児童生徒のつまずきや、特別支援等の配慮を要する児童への指導を想定し、その手

立てを十分に計画した授業構想が必要である。 

・単元や題材など内容や時間のまとまりを見通した授業改善が必要である。 

 
３．取組の成果の普及 
（１）推進地域における取組 

 以下の協議会や講演会の概要を大分県教育委員会ホームページに掲載した。 

 ①学力向上支援教員等協議会報告 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/h30gakuryokukyougikai1.html 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/gengonouryoku.html 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/gakusyokukoujou4.html 

②平成３０年度学力向上検証会議の開催 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/gakuryokusyuujukudozissen.html 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/gagagha.html 

③深い学びを実現する教科等別協議会 

https://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/30fukaimanabi.html 



④平成30年度「中学校学力向上対策３つの提言」に係る取組状況等調査結果 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/3teigenntyousa.html 

⑤「中学校学力向上対策３つの提言」推進重点校の取組事例 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/3teigennnojirei.html 

 ⑥平成30年度「学びに向かう学校」づくり生徒推進フォーラム 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/manabinimukau.html 

 ⑦自分で言語能力を伸ばす言語活動ハンドブックについて

http://www.pref.oita.jp/site/kyoiku/gengokatudouhandbook.html 

⑧学力向上支援教員及び習熟度別指導推進教員の公開授業の学習指導案 

http://www.pref.oita.jp/site/gakkokyoiku/gakuryokusyuujukudo.html 

（２）推進地区における取組 

①市内全小・中学校において学力向上プランの策定（４月） 

②豊後大野市学力向上推進部会にて、市内における各種調査の分析・改善策の協議（７月） 

③市内全小・中学校において学力向上会議実施（８月 ２月） 

④学力向上支援教員３名、習熟度別指導推進教員２名による公開授業実施（年間１人３回） 

⑤小学校学力向上支援教員による他校訪問（年２回以上） 

⑥豊後大野市学力向上推進部会の実施（月１回） 
 
○ 今後の課題 
（１）「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」の質の向上の必要性 

単元等のまとまりを見通した１単位時間の「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」の設定例、

単元プラン、板書写真等の実践記録を各地域や学校で整理・保存・活用し、その中から今後の授業

改善や「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」の質の向上のヒントにつながるものを共有する

など、これまでの実践の積み重ねに学ぶことも必要である。 

（２）１単位時間ごとの児童生徒のつまずきや、特別支援等の配慮を要する児童への指導を想定し、そ

の手立てを十分に計画した授業構想の必要性 

各種学力調査結果（全国・県・市町村）や定期考査・単元テスト結果等から、個々の学力状況を

きめ細かに点検し、以降の教科の学習に影響を及ぼす内容については確実に習得させる指導の充実

が求められる。また、授業単位では、ねらいに対応し、ゴールの姿を具体的に描いた評価規準を設

定し、「Ｃ努力を要する状況」の児童生徒への習熟に応じたきめ細かい指導が必要である。 

（３）「中学校学力向上対策３つの提言」の更なる推進の必要性 

   中学校の更なる授業改善のため、以下の点を進めることが効果的である。 

○教科担任の「タテ持ち」の推進   

○日課表に位置付けた教科部会の実施 

○学校が目指す授業像を生徒と共有し、それに向かう学習集団としての目標を設定させ、 

適宜振り返る活動の推進 

○生徒による授業評価の充実     

○「学びに向かう学習集団づくり」の取組の推進 

以上の点を更に推進させるため、「３つの提言推進重点校」の取組を県内中学校に広げる必要が

ある。そのための諸資料の充実を行うことが来年度の課題となる。 



（様式２） 

「主体的・対話的で深い学びの推進事業」における「学力定着に課題を抱える学校の重

点的・包括的支援に関する実践研究（小・中学校）」 

平成３０年度委託事業完了報告書【推進地区】 

 

都道府県名 大分県 番号 ４４ 

 

推進地区名 豊後大野市 

 

○ 推進地区として実施した取組内容 

１．研究課題 

   「学びに向かう力」と思考力・判断力・表現力の育成 

 

２．研究課題への取組状況 

本市では、小学校と比べて、中学校の学力定着に課題があることから、大分県教育委員会が推

進する「中学校学力向上対策３つの提言」を市内中学校に広く周知し、「学びに向かう力」と「思

考力・判断力・表現力」の育成を図るよう指導・助言した。とりわけ、推進重点校である三重中

学校においては、学校の組織的な授業改善による「新大分スタンダード」の徹底と「中学校学力

向上対策３つの提言」中の「生徒と共に創る授業」の創造を目指すよう指導を行ってきた。 

（１）授業改善に関する取組 

 ①市全体、学校全体で取り組む授業改善 

  ・授業改善計画、検証可能な数値目標を設定した「授業改善の５点セット」を作成し、「新大分ス

タンダード」を意識した校内研究による授業改善と、管理職の授業観察と効果的なフィードバッ

クで組織的に授業改善を図るよう指導した。 

 ・「学力向上支援教員」・「習熟度別指導推進教員」を活用した研修会等を推進した。また、「学

力向上支援教員」と「習熟度別指導推進教員」は、実践事例を整理し、各校に情報提供を行った。 

 ②習熟の程度に応じた指導の充実 

・三重中学校においては数学、三重東小学校においては算数の習熟度別指導が行われた。 

 ・補充学習指導（朝学習、放課後学習）を実施された。 

③市町村の教科部会を活用した授業改善（特に中学校） 

  ・中学校の教科部会（国語科、数学科、理科、英語科）は、県教育委員会担当指導主事を招聘して

の研修、また、学力向上支援教員・習熟度別指導推進教員を活用した研修会を持った。 

 ④小学校外国語教育の充実 

  ・豊後大野市内のすべての小学校で、新学習指導要領への移行期間である平成３０・３１年度の２

年間を「先行実施」として中学年３５時間、高学年７０時間を実施し、外国語教育充実のため、

本格実施に向けた研究期間としている。 



（２）「学びに向かう学校」づくりに関する取組 

  ・共に学び合う集団づくりを重視した学級経営が行われた。 

  ・生徒自身が課題を捉え、主体的に取り組む生徒会活動を推進するよう指導した。 

  ・「中学校学力向上対策３つの提言」推進重点校の公開発表への参加を、市内中学校だけでなく小

学校にも呼びかけ情報提供した。 

   【「３つの提言」推進重点校連絡協議会】 

     期日：平成３１年１月１８日（金） 

     場所：豊後大野市立三重中学校 

     内容：午前・公開授業Ⅰ（全学級公開） 

          ・公開授業Ⅱ（岐阜大学教職大学院准教授 三島晃陽氏） 

        午後・実践発表 （三重中学校） 

          ・助言、グループ別協議（岐阜大学教職大学院特任教授 原 尚氏） 

（３）保護者・地域と連携した学力向上の取組に関する取組 

  ・社会教育課と学校教育課が連携して、「放課後ＴＲＹ」において子どもの学びと家庭教育を支援

した。 

（４）その他 

  ・学力向上に向けて学校と家庭・地域との協働による取組を決定し、学校経営の最重点及び豊後大

野市学力向上プランに位置付けて推進するよう助言した。 

  ・新学習指導要領の効果的な実施に向けたカリキュラム・マネジメントの充実が図られるよう指導

した。 

○研究実施報告〔３０年度〕 

  ４月 

 

 

〇市内全小・中学校において「学力向上プラン」の策定 

〇市内全小・中学校において授業改善計画、検証可能な数値目標を設定した「授業改善の

５点セット」を策定  

※①授業改善テーマ ②授業改善の重点 ③取組内容 ④取組指標 ⑤検証指標 

  ５月 〇豊後大野市学校教育振興協議会 

○数学指導力教科巡回指導 

  ６月 〇校内研究充実のための指導主事の指導訪問 

  ７月 

 

 

〇市内全小・中学校において「学力向上プラン」の見直し 

〇豊後大野市学力向上推進部会にて、市内における各種調査の分析・改善策の協議 

（参加者：豊後大野市教育委員会指導主事、学力向上支援教員、習熟度別指導推進教員） 

○数学指導力教科巡回指導 

  ８月 

 

 

〇市内全小・中学校において学力向上会議実施 

〇研究主任会議にて、市内における各種調査の分析・改善策の協議 

（参加者：豊後大野市教育委員会指導主事、研究主任） 

 ９月 〇校内研究充実のための指導主事の指導訪問 

○数学指導力教科巡回指導 



１０月 〇校内研究充実のための指導主事の指導訪問 

○数学指導力教科巡回指導 

１１月 ○深い学びを実現する教科等別協議会（地域別） 

○中学校学力向上教科部会 

○数学指導力教科巡回指導 

１２月 〇市内全小・中学校において学力向上プランの見直し 

○深い学びを実現する教科等別協議会（地域別） 

 １月 ○「中学校学力向上対策３つの提言推進重点校」連絡協議会での研究報告（三重中） 

○豊後大野市学力調査 

  ２月 ○豊後大野市学校教育シンポジウム 

○市内全小・中学校において学力向上会議実施 

○研究主任会議において業者による豊後大野市学力調査の分析 

  ３月 ○学力向上支援教員授業公開での先進地視察報告（三重中） 

○豊後大野市学力向上推進委員会にて、豊後大野市学力定着状況調査の分析・改善策の協

議（参加者：豊後大野市教育委員会指導主事、教務主任、研究主任、指導教諭、学力向

上支援教員、習熟度別指導推進教員、等） 

年間 ○学力向上支援教員３名、習熟度別指導推進教員２名による公開授業実施（１人３回） 

○小学校学力向上支援教員による他校訪問（年２回以上） 

○豊後大野市学力向上推進部会の実施（月１回） 

 

３．実践研究の成果の把握・検証 

【平成 30年度 全国学力・学習状況調査（平成 30年 4月 17 日実施）】（正答率） 

教科 小６・国語 小６・算数 
理科 

中３・国語 中３・数学 
理科 

区分 Ａ知識 Ｂ活用 Ａ知識 Ｂ活用 Ａ知識 Ｂ活用 Ａ知識 Ｂ活用 

市 72 55 64 52 60 75 61 61 41 66 

大分県 72 56 65 52 63 77 62 66 45 67 

全国 70.7 54.7 63.5 51.5 60.3 76.1 61.2 66.1 46.9 66.1 

【平成 30年度 大分県学力定着状況調査（平成 30年 4月 24 日実施）】（偏差値） 

教科 小５・国語 小５・算数 小５・理科     

区分 知識 活用 知識 活用 知識 活用     

市 50.7 50.3 51.2 51.4 50.7 50.0     

大分県 51.7 51.1 51.8 51.5 51.6 51.1     

教科 中２・国語 中２・社会 中２・数学 中２・理科 中２・英語 

区分 知識 活用 知識 活用 知識 活用 知識 活用 知識 活用 

市 50.4 48.4 48.9 48.1 47.5 48.4 48.9 47.7 47.8 47.1 

大分県 52.0 50.4 50.9 49.7 51.3 50.2 50.7 49.9 50.7 50.6 



 

【平成 30 年度 豊後大野市（標準）学力調査（平成 31 年 1 月 16 日実施）】（正答率） 

教科 中１・国語 中１・社会 中１・数学 中１・理科 中１・英語 

区分 基礎 活用 基礎 活用 基礎 活用 基礎 活用 基礎 活用 

市 73.8 66.1 64.0 29.3 68.5 53.5 65.6 50.5 62.2 40.2 

全国 71.5 65.4 64.2 30.6 70.3 56.0 60.1 49.7 61.6 38.7 

 

【達成指標】 

 「平成３０年度全国学力・学習状況調査」において 

   ・小学校・中学校ともにすべての教科の「Ａ知識」「Ｂ活用」が全国平均正答率を超える。 

     ⇒《小学校》○全国学力・学習状況調査においては、２年連続（Ｈ29～30）して、国語Ａ

・Ｂ、算数Ａ・Ｂで目標値である全国平均正答率を上回った。 

           ○理科においても全国平均と僅差であった。 

      《中学校》○すべての区分において、全国平均・県平均を下回り、目標達成ならず。 

           ○数学においては、全国平均との差が大きい。（Ａ…－5.1、Ｂ…－5.9） 

 「大分県学力定着状況調査」において 

   ・小学校・中学校ともにすべての教科の「知識」「活用」が偏差値５０を越える。 

     ⇒《小学校》○４年連続（Ｈ27～30）して、全ての教科において目標偏差値５０を上回っ

ており、安定しつつある。 

      《中学校》○国語の知識が目標偏差値５０を上回った。 

           ○県平均との差の大きい教科が見られる。 （数学・英語） 

 「豊後大野市学力調査（１月）」において 

   ・すべての教科の「知識」「活用」が全国平均正答率を超える。 

     ⇒《中学校》○国語・理科・英語の「知識」「活用」が全国平均正答率を超えた。 

           ○社会・数学においても全国平均と僅差であった。 

 

【取組指標】 

 ・全教員が実際の全国調査を解き、 

指導の改善策を考える研修を年２回以上実施した学校 １００％ 

  ⇒ １００％  校長会議で提案し、実施報告書を提出するよう指導した。 

 ・活用型問題を取り入れた授業を年２回以上実施した教員 １００％ 

     ⇒ １００％  市独自の「確かな学力」定着に向けた『目標達成に向けた重点的取組～

第２ステージ～』に位置付け、検証・改善を行い取り組みを推進した。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の課題 

   「学びに向かう力」と「思考力・判断力・表現力」の育成のためには、「主体的な学び」を促

す「めあて」「課題」「まとめ」「振り返り」を設定した問題解決的な授業を、全ての教員が実

践する必要があり、各学校に周知するとともに、指導主事による訪問等で実際の授業について指

導助言していく。 

また、「協力校」である三重中学校においては、「めあて」「課題」「振り返り」「まとめ」

の整合性を高めること、ペア・グループ学習を毎時間実施することにより、主体的・対話的で深

い学びを実現するよう授業の質を高めることなどをめざしていく必要がある。 

さらに、今年度の課題として生徒の学習目標が規律に特化していて、学びにつながるレベルに

至っていないことがあげられる。来年度はそのことを意識しながら取組を進めていく。 

 



（様式３） 

「主体的・対話的で深い学びの推進事業」における「学力定着に課題を抱える学校の

重点的・包括的支援に関する実践研究（小・中学校）」 

平成３０年度委託事業完了報告書【協力校】 

 

都道府県名 大分県 番号 ４４ 

 

協力校名 大分県豊後大野市立三重中学校 

 

○ 協力校として実施した取組内容 
１．当初の課題 
本校では、平成２８年度から「学びに向かう集団づくり」を目指し、生徒会の専門部活動と教

職員で「Ｓプロ（学習）」「Ｌプロ（生活）」「Ｅプロ（環境）」を組織し、それぞれのプロジ

ェクトにおいてめあてや見通しを持ちながら活動し、その評価を次の活動に生かす取組を進めて

きた。また、昨年度から学力向上対策として、「課題」「めあて」「まとめ」「振り返り」の確

実な位置付け、考えを練り合う・学び合う場の設定、生徒による授業評価、教科担任の「タテ持

ち」や教科部会の定期開催による教科指導力の向上等に取り組み、授業改善を進めてきた。しか

し、○学力の二極化傾向が顕著で低学力層が多い。○主体的に考え自分の言葉で表現することが

苦手である。○全体的に家庭学習時間が短く、期限までに課題を提出できない生徒の割合が高い。

○規範意識の低い生徒がおり、授業規律を徹底させることなどが大きな課題となっている。 

 
２．協力校としての取組状況 
（１）取り組み内容 

①組織的な授業改善 

   ○指導主事招聘、公開授業、互見授業、授業観察、校内研修 

  ②各教科等の指導力向上の仕組みの構築 

   ○教科のタテ持ち、日課表に位置付けた教科部会の実施 

  ③生徒と共に創る授業の推進 

   ○生徒による授業評価を活用した授業改善 

④学びに向かう学習集団の育成 

○学級や学年の学習集団としての目標設定と検証 

○生徒会専門部による「声かけ」や「クラスマッチ形式」の取組 

 ⑤他校との取組の交流 

○「学びに向かう学校」づくり生徒推進フォーラム 

  

 
 



（２）取組の実際 
 ①授業改善・教科指導力の向上・・・「わかる授業」の構築 

○生徒会学習部による「３・２・１号令」 
 （３分前入室・２分前着席・１分前黙想） 
  授業に落ち着いて臨む気持ちをつくる 

 
     ○板書の構造化＝授業の構造化（授業の流れ・生徒の思考の流れにそった板書） 
       「めあて」「課題」を設定し、グループ活動での成果を黒板に貼ることで意見の共有

を図る。生徒の発言や気付きを生かして「まとめ」や「振り返り」を行うことで、次
時や他の事象への意欲を高める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○個からグループ学習へ   
             意見の共有 

 
各グループの意見を発表・共有 
     ICT 機器の活用 
   （Ｉｐａｄ・テレビモニター） 

 
 
 
 
 
 
 

     
   
 
      

 
 

 
○事後研究会 
  教科指導力の向上とさらなる授業改善を進めるため、 
 互見授業参観後、拡大指導案で付箋紙を利用して 

     ワークショップ形式での事後研究を行う。 
視点 
・付けたい力が明確な授業であったか 
・めあて・振り返りなどの整合性について 
・グループ学習等が効果的であったか など 

  
   ○「タテ持ち」と日課表に位置づけた教科部会の実施(一部抜粋) 

教科 教科指導力向上の取り組み計画 

国語 
社会 
数学 
理科 
英語 

タテ持ち１・２年 金４限教科部会 ICT 機器の活用 個に応じた指導の工夫 
３年 T・T 水４限教科部会 月に１回互見授業の実施 
タテ持ち１・２年 習熟度３年 水３限教科部会 月に１回互見授業の実施 
タテ持ち１・２年 ２年生 T・T 木４限教科部会 
タテ持ち１・２年 火１限教科部会 教材の共有 互見授業の実施 

 



 
②生徒との協働 
  ○実行委員会形式の体育大会 

・毎日実行委員会を開催し、保体部長を中心に教員と協力して体育大会練習の反省と
次の日の練習内容や目標を設定した。それを新聞として発行することで、全校生徒の
意欲喚起を行い、体育大会を成功に導くことができた。 

 
 
○「学びに向かう学校」づくり 

 生徒推進フォーラムへの参加 
 
     前期生徒会の代表が８月２日 
  別府ビーコンプラザにて、三重 
  中学校の生徒会の取り組みを 
  発表するとともに、県下９校の 
  中学生と意見交換を行なった。 
 
○生徒と共に創る授業の実施 

   ・生徒アンケートをもとに授業改善を実施 
     １学期の生徒アンケートでペアやグループ学習の取り組みが少ない教科があったので、

夏休み中に教科部会やプロジェクト会議を開き、対話的な学びで個の考えを深めるため
にも２学期から毎時間ペア・グループ活動を取り入れることを全教員で共通理解を図っ
た。 

 
      ・プロジェクト会議・・・教員と生徒会で協働して授業改善を図った。 

 学習する力 S プロジェクト  生活をよりよくする力 L プロジェクト 

○学習指導部担当教員 
○生徒会学習部、図書部、文化広報部 
取り組み 
・「３・２・１号令」 
・学習５則   ・掲示物作成 
・図書館活用  ・補充学習 

○生徒指導部担当教員 
○生徒会執行部、生活部、保体部、環境部 
取り組み 
・三重中スタイルの徹底 
・２分前着席 
・生徒会活動の活性化 

 
      ・学びに向かう学習集団づくり 
    学級学習目標を設定し、授業を 
   振り返ることで、生徒が主体的に 
      授業を創る意欲を持たせる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．取組の成果の把握・検証 

本校の学力向上プランにおいて学力に関する達成指標を以下のように設定し、「組織的な授業改

善」「教科指導力の向上」「生徒と共に創る授業の推進」を柱として取組を進めてきた。 

 【達成指標】 

① 低学力層（定期テスト等で４０点未満）の人数を２０％以下にする。 

② めあてや課題を理解して授業に臨む」と回答する生徒を７０％以上にする。 

③「まとめやふりかえりをノートに書くことができた」と回答する生徒を７０％以上にする。 

④「ペアやグループ学習で、自分の考えが深まったり広がったりする」と回答する生徒を７０％

以上にする。  

 

＜１年定期テストにおける４０点未満の生徒の割合＞ 

  

 

 

 

＜1 年定着度診断問題正答率＞    （H３１ １１／９実施）  

 国語 数学 英語 

本校 ６３．１ ４４．９ ５２．５ 

全国 ６３．７ ５３．９ ５２．５ 

全国比 －０．６ －９．０ ―３．６ 

＜１年標準学力調査正答率＞     （H３１ １／１６実施）   

 国語 社会 数学 理科 英語 

本校 ７０．２ ５５．３ ６０．１ ５７．７ ５１．０ 

前年度 ６２．４ ５１．０ ４７．６ ５３．６ ４５．４ 

市 ７２．１ ５６．８ ６５．４ ６１．１ ５５．７ 

全国 ７０．２ ５７．２ ６７．３ ５７．１ ５４．９ 

全国比 ０ －１．９ ―７．２ ＋０．６ －３．９ 

＜学習アンケート（全校）＞   ５段階でプラス評価（４，５）の回答率  ※一部抜粋 

 項目 ７月 １２月 差 

１ 授業はだいたいわかる ７２．９ ６８．０ －４．９ 

２ グループ活動で協力している ７８．２ ８０．３ ＋２．１ 

３ 授業は楽しい ５６．６ ５６．４ －０．２ 

４ 自分の考えを発表できる ５０．８ ４８．４ －２．４ 

５ 友達と一緒に考えると楽しい ７２．０ ７６．２ ＋４．２ 

６ 新しいことを学ぶのは楽しい ６６．６ ６９．６ ＋３．３ 

７ 「課題」を理解して授業に臨む ７２．０ ６９．３ －１．７ 

８ グループで考えが深まる、広がる ６０．０ ６５．７ ＋５．７ 

９ ノートにまとめや振り返りを書く ７６．６ ７７．７ ＋１．１ 

 国語 社会 数学 理科 英語 

２学期中間 １６％ ２７％ ３５％ ２０％ ３６％ 

２学期期末 １７％ ３６％ ２７％ ２８％ ４８％ 



「組織的な授業改善」 

・「課題」と「まとめ」などの整合性を高めるための授業改善が進められ、わかりやすい授業づ

くりにつながった。 

・ペアやグループによる話し合い学習を積極的に行うよう、組織的に取り組んだ。 

・数学科などで、タテ持ちを効果的に利用し、教科担当同士の交流が進んだ。習熟度別指導も３

年生で実施することができた。 

「教科指導力の向上」 

・教科部会を開催し、共通テーマについて話し合った。その内容を全体に還元できた。 

・提案授業を互見授業に活用して、付箋を使い、互いの気付きを見える化する授業研究会を実施

し、教科指導力の向上に役立てた。 

「生徒と共に創る授業」の推進」 

・生徒アンケートを教科部会で分析し、授業改善の方策を具体化しできた。 

・「学習目標を」後期生徒会の活動に盛り込み生徒と共に授業を改善する動きへとつながった。 

 

４．今後の課題 

授業改善に対する教職員の意識は高まり、実践が着実に進められている。しかし、生徒アンケ

ート結果では、「授業がわかる」の肯定的回答率は７０％前後であり、指標に十分到達している

とは言えない。また、学力に係る「低学力層（定期テスト等で４０点未満）の人数を２０％以下」

という指標についても達成できておらず、今後も下位層を中心とした個人指導の充実や UD の視点

に立った環境・授業づくりに努め、「学びに向かう集団・生徒づくり」を進めていかなければな

らない。特に学校が目指す授業像を生徒と共有し、それに向かう学習集団としての目標設定とそ

の振り返りの取組を生徒会の専門部等とタイアップしながら具体的方策を考える必要がある。ま

た、「家庭学習時間増」と「集中した家庭学習習の取組」のために、今年度取り組み始めた家庭

学習計画表の利用やメディア端末利用時間の呼びかけなど、家庭との連携がさらに効果的なもの

となるよう改善していく必要がある。 

 

 


